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○あきる野市介護保険事業計画策定委員会について

１ あきる野市介護保険事業計画策定委員会の設置の趣旨

「あきる野市介護保険事業計画策定委員会設置要綱」第１条により、３年ごとに

あきる野市介護保険事業計画を策定するに当たり、幅広い関係者の参画の下に諸課

題の検討を行うため、あきる野市介護保険事業計画策定委員会（以下「委員会」と

いう。）を設置します。

（別添「あきる野市介護保険事業計画策定委員会設置要綱」参照）

２ 委員会の進め方

「第９期あきる野市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」の策定に当たり、

関係者及び市民の意見を反映させるため、保健医療関係者、福祉関係者、学識経験

者、被保険者及び市職員で委員会を組織し、設置要綱第２条に掲げた事項の検討を

行い、その結果を市長に報告します。

委員会については、令和５年３月から令和６年３月にかけて開催するものとし、

全６回を予定しています。

〔スケジュール（予定）〕

※新型コロナウイルスの影響や進行状況により、変更になる場合があります。

日程（予定） 主な内容（予定）

令和５年 ３月 第１回委員会 委員委嘱・策定の方向性の検討

５月 第２回委員会
介護予防・日常生活圏域ニーズ調査
の結果報告
在宅介護実態調査の結果報告

７月 第３回委員会 計画骨子（案）の提示

９月 第４回委員会
計画素案の検討
「取組と目標」「目標・事業内容」
の設定

１１月 第５回委員会 計画（案）の提示

１２月 市議会へ中間報告 １２月定例会議への中間報告

１月 パブリックコメント 市民からの意見聴取

令和６年 ２月
第６回委員会 計画（案）の取りまとめ

市長へ報告 委員会から市長へ計画（案）の報告

３月
計画書の決定 市で計画書の決定

市議会へ報告
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あきる野市介護保険事業計画策定委員会設置要綱

平成１０年８月２６日

通達第２７号

改正 平成１１年５月２５日通達第３２号

平成１３年１１月２１日通達第４３号

（目的及び設置）

第１条 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１７条第１項の規定に基づき、３年ごとにあき

る野市介護保険事業計画を策定するに当たり、幅広い関係者の参画の下に諸課題の検討を行うた

め、あきる野市介護保険事業計画策定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。

（平１３通達４３・一部改正）

（所掌事項）

第２条 委員会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事項について検討し、その結果を市長に

報告する。

（１） 介護給付等対象サービスの種類ごとの量の見込みに関すること。

（２） 前号に規定する見込量の確保のための方策に関すること。

（３） 居宅サービス事業及び居宅介護支援事業を行う者相互間の連携の確保に関すること。

（４） 介護保険事業費の見込みに関すること。

（５） 高齢者に係る保健及び福祉の施策に関すること。

（６） 前各号に掲げるもののほか、介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を図るために市長が

必要と認める事項

（平１３通達４３・一部改正）

（組織）

第３条 委員会は、委員１６人以内とし、次に掲げる者をもって組織する。

（１） 保健医療関係者

（２） 福祉関係者

（３） 学識経験者

（４） 被保険者

（５） 市職員

（委嘱等）

第４条 委員は、市長が委嘱又は任命する。

（任期）

第５条 委員の任期は、第２条の規定による報告を終了したときに満了する。

（謝礼）

第６条 第３条第１号から第４号までの委員には、予算の範囲内で謝礼を支払う。

（役員）

第７条 委員会に、次に掲げる役員を置く。

（１） 委員長 １人

（２） 副委員長 １人

２ 役員は、委員の中から互選する。

（役員の職務）

第８条 委員長は、委員会を代表し、会務を総括する。

２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。

（会議）

第９条 委員会は、必要の都度開催するものとし、委員長が招集する。

２ 会議の議長は、委員長をもって充てる。

３ 委員長は、必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求め意見を聴くことができる。

（庶務）

第１０条 委員会の庶務は、介護保険担当課において処理する。

（平１１通達３２・一部改正）


